
30・12・1 4市役所の開庁時間は、原則平日午前８時 30 分〜午後５時です。（正午〜午後１時除く）

掲載内容の詳細は、お問い合わせいただくか、市ホームページをご覧ください。

歳入決算総額
427億5,489万１千円

（1.0％）
市民１人当たりの額
354,465円

市　税
212億8,102万円
49.8％（0.2％）
176,433円国庫支出金

66億2,117万4千円
15.5％（2.1％）
54,894円

都支出金
61億9,815万4千円
14.5％（0.2％）
51,387円

分担金及び負担金
4億5,980万2千円
1.１％（△2.7％）
3,812円

繰入金
12億4,085万6千円
2.9％（△21.9％）
10,287円

使用料及び手数料
8億3,541万1千円
1.9％（△2.0％）
6,926円

その他
13億6,632万9千円
3.2％（45.7％）
11,327円

地方交付税
4,062万3千円
0.1％（△2.6％）
337円

市　債
1億7,680万円
0.4％（△53.3％）
1,466円

地方特例交付金
7,376万1千円
0.2％（20.7％）
612円

繰越金
21億227万5千円
4.9％（17.6％）
17,429円

地方消費税交付金
23億5,868万6千円
5.5％（2.1％）
19,555円

歳入歳出決算額
％は、歳入歳出決算総額に対する比率
（　）内は、前年度に対する増減率
市民１人当たりの額
人口120,618人（平成30年３月31日現在）

民生費
195億2,276万7千円
48.7％（8.1％）
161,856円

教育費
32億9,479万円
8.2％（7.5％）
27,316円

総務費
51億8,103万円
12.9％（△3.3％）
42,954円

土木費
32億743万3千円
8.0％（△27.4％）
26,592円

衛生費
41億3,150万3千円
10.3％（△2.6％）
34,253円

公債費
26億8,061万4千円
6.7％（0.3％）
22,224円

消防費
14億6,936万2千円
3.6％（△16.4％）
12,182円

その他
6億3,058万1千円
1.6％（△4.8％）
5,227円

扶助費
110億8,478万円
27.6％（6.9％）
91,900円

投資的経費
26億2,888万2千円
6.6％（△30.3％）
21,795円

物件費
66億1,965万9千円
16.5％（1.0％）
54,881円

人件費
60億8,100万1千円
15.2％（1.0％）
50,415円

補助費等
52億4,887万円
13.1％（6.4％）
43,516円

公債費
26億8,061万4千円
6.7％（0.3％）
22,224円

繰出金
34億2,121万4千円
8.5％（0.2％）
28,364円

その他
23億2,717万2千円
5.8％（△6.3％）
19,295円

歳　入

歳　出

[図A］ 一般会計決算状況

目的別

歳出決算総額
401億1,808万円
（△0.3％）

市民１人当たりの額
332,604円

※国で定めた基準（普通会計）で算出しているため、一般会計決算額とは異なります
性質別（普通会計）：地方財政状況調査による

歳出決算総額
400億9,219万2千円
（△0.3％）

市民１人当たりの額
332,390円

（％）
多摩26市
平均 
92.3％

  （95.6%）

多摩類似団体
平均
92.1％

  （95.2%）
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多摩市東久留米市国分寺市東村山市昭島市青梅市武蔵野市小金井市

［図Ｂ］経常収支比率（多摩類似団体との比較）

※■ の（　）内は減収補てん債（特例分）および臨時財政対策債を
経常一般財源等に加えない場合
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市
で
は
、
納
め
て
い
た
だ
い
た
市
税
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
て
い
る
か

な
ど
、
財
政
に
関
す
る
事
項
の
理
解
を
深
め
て
い
た
だ
く
た
め
、
定
期
的

（
年
２
回
）
に
財
政
状
況
を
公
表
し
て
い
ま
す
。

　

今
回
お
知
ら
せ
す
る
の
は
、
平
成　

年
度
の
決
算
概
要
お
よ
び
平
成　

２９

３０

年
度
上
半
期
（
４
月
１
日
〜
９
月　

日
）
の
状
況
で
す
。
（
５
〜
７
面
に

３０

も
掲
載
）

　
「
平
成　

年
度
小
金
井
市
一
般
会
計
・
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
書
」

２９

（
１
部
３
千　

円
）
は
会
計
課
（
市
役
所
第
二
庁
舎
１
階
）
で
、
「
平
成

１００

　

年
度
主
要
な
施
策
の
成
果
に
関
す
る
説
明
書
・
基
金
の
運
用
状
況
に
関

２９す
る
調
書
」
（
１
部
千
円
）
は
、
財
政
課
で
販
売
し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
決
算
書
等
は
、
図
書
館
本
館
お
よ
び
情
報
公
開
コ
ー
ナ
ー
（
市

役
所
第
二
庁
舎
６
階
）
で
ご
覧
い
た
だ
け
る
ほ
か
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で

も
公
開
し
て
い
ま
す
。

 

財
政
課
財
政
係（
市
役
所
本
庁
舎
２
階
☎　

儿　

儿
９
８
０
２
）

０４２

３８７

問

最小の経費で最大の効果最小の経費で最大の効果をを

特別会計決算状況
形式収支歳出決算額歳入決算額最終予算額補正予算額当初予算額区分

１６７,３１３１１,４１６,９０８１１,５８４,２２１１２,３６４,１９７５,４６１１２,３５８,７３６国民健康保険

６４,６９４１,３６１,５５７１,４２６,２５１１,４１８,９５１△１７,６８７１,４３６,６３８下 水 道 事 業

１３８,７９８７,６２５,５８９７,７６４,３８７７,８５５,２６４△８８,２４７７,９４３,５１１介 護 保 険

１５,１３２２,４９１,１６６２,５０６,２９８２,５１９,６１７△３０,３００２,５４９,９１７後期高齢者医療

３８５,９３７２２,８９５,２２０２３,２８１,１５７２４,１５８,０２９△１３０,７７３２４,２８８,８０２合 計

（単位：千円）

「「選選ばばれれるるままちち小小金金井井市市」」ををめめざざししてて「選ばれるまち小金井「選ばれるまち小金井市市」」をめざしてをめざして
平成29年度決算の概要

 　

平
成　

年
度
は
、
歳
入
の
根
幹

２９

と
な
る
市
税
収
入
が
雇
用
・
所
得

環
境
の
改
善
等
に
伴
う
納
税
義
務

者
数
の
増
に
よ
り
個
人
市
民
税
が

増
、
固
定
資
産
税
も
新
築
家
屋
の

増
等
に
よ
り
増
と
な
り
ま
し
た

が
、
財
政
調
整
基
金
の
大
幅
な
取

り
崩
し
等
に
頼
っ
た
運
営
と
な

り
、
依
然
と
し
て
厳
し
い
財
政
状

況
が
続
い
て
い
ま
す
。

　

予
算
規
模
は
、
当
初
予
算　

億
３９９

一
般
会
計

８
千　

万
円
に
６
回
の
補
正
予
算

２００

　

億
１
千　

万
９
千
円
、
繰
越
事

２３

８２５

業
費
繰
越
財
源
充
当
額
１
億
９
千

　

万
３
千
円
を
加
え
、
総
額　

億

８６５

４２４

９
千　

万
２
千
円
で
し
た
。
こ
れ

８９１

に
対
す
る
決
算
額
は
、
歳
入
総
額

が　

億
５
千　

万
１
千
円
で
前
年

４２７

４８９

度
対
比
１
・
０
％
の
増
、
歳
出
総

額
が　

億
１
千　

万
円
で
前
年
度

４０１

８０８

対
比
０
・
３
％
の
減
と
な
り
ま
し

た
。
形
式
収
支
は　

億
３
千　

万

２６

６８１

１
千
円
で
、
東
小
金
井
駅
北
口
土

地
区
画
整
理
事
業
委
託
料
等
２
件

に
よ
る
翌
年
度
へ
の
繰
越
財
源
１

億
７
千　

万
４
千
円
を
差
し
引
い

１６４

た
実
質
収
支
は
、　

億
６
千　

万

２４

５１６

７
千
円
と
な
り
、
前
年
度
か
ら
４

億
６
千　

万
４
千
円
の
増
と
な
り

６４８

ま
し
た
。
こ
の
結
果
、
実
質
収
支

比
率
は　

・
０
％
と
な
り
、
前
年

１１

度
か
ら
２
・
２
ポ
イ
ン
ト
の
増
と

な
り
ま
し
た
。

　

主
な
財
政
指
標
に
つ
い
て
は
、

人
件
費
比
率
は　

・
２
％
で
、
前

１５

年
度
か
ら
０
・
２
ポ
イ
ン
ト
の
増

と
な
り
ま
し
た
。
（
図
Ａ
）

　

経
常
収
支
比
率
は
、
前
年
度
の

　

・
７
％
か
ら　

・
３
％
に
、
分

９２

９４

母
か
ら
臨
時
財
政
対
策
債
を
除
い

た
場
合
も
同
様
と
な
り
ま
し
た
。

算
定
式
の
分
母
と
な
る
経
常
一
般

財
源
は
、
市
税
収
入
や
税
連
動
交

付
金
が
増
と
な
っ
た
こ
と
か
ら
、

全
体
で
２
億
５
千　

万
２
千
円
の

２０

増
と
な
り
ま
し
た
。

　

一
方
、
分
子
と
な
る
経
常
経
費

に
充
当
す
る
一
般
財
源
等
は
、
扶

助
費
、
補
助
費
等
、
維
持
補
修
費
、

繰
出
金
が
増
と
な
っ
た
こ
と
か

ら
、
全
体
で
５
億
９
千　

万
５
千

４５０

円
の
増
と
な
り
、
１
・
６
ポ
イ
ン

ト
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
（
図

ざ
し
、
限
ら
れ
た
行
政
経
営
資
源

の
有
効
活
用
に
よ
り
、
将
来
課
題

を
先
送
り
せ
ず
計
画
し
た
事
業
を

着
実
に
推
進
し
、
愛
着
と
誇
り
の

持
て
る
、
住
み
や
す
い
、
住
み
続

け
た
い
、
住
ん
で
み
た
い
ま
ち
を

共
に
創
造
し
て
ま
い
り
ま
す
。

 　

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
、
下

水
道
事
業
特
別
会
計
、
介
護
保
険

特
別
会
計
、
後
期
高
齢
者
医
療
特

別
会
計
の
４
つ
の
特
別
会
計
を
設

置
し
て
こ
れ
ら
の
経
理
を
明
確
に

し
て
い
ま
す
。
（
左
表
）

特
別
会
計

【一般財源】市税、地方交付税など、使い道が制限され
ない収入
【経常一般財源等】一般財源のうち、毎年経常的に収入
される財源、主に地方税や地方譲与税
【形式収支】歳入決算総額から歳出決算総額を単純に差
し引いた額
【経常収支比率】市税など経常的に入ってくる収入が、
義務的で固定的に支出される経費（人件費、扶助費、公
債費など）にどれだけ使われているか示したもの
【実質収支】形式収支から、翌年度へ繰り越すべき財源
を差し引いた額
【類似団体】都市の態様を決定する要素のうち、人口、
産業構造の類似した普通地方公共団体。多摩地区では、
速報値によると、武蔵野市、青梅市、昭島市、東村山市、国
分寺市、東久留米市、多摩市が本市の類似団体となります
【投資的経費】普通建設事業費（道路の新設、学校の建
設などの経費）、失業対策事業費、災害復旧事業費をい
います
【普通会計】地方財政統計上便宜的に用いられる会計区
分で、一般会計のほか、特別会計のうち地方公営事業会
計に係るもの以外の会計。他市との財政状況の比較は、
この会計の数値で行っています
【一般会計】特別会計を含まないすべての歳入、歳出を
経理する会計
【地方財政状況調査】地方自治法等の規定に基づき、総
務省が毎年定期的に行う全国統一基準の普通会計決算の
数値を用いた統計調査。地方財政を分析・検討する基礎
となります

【用語説明】

Ｂ
）

　

現
在
、
本
市
の
人
口
は
微
増
傾

向
に
あ
り　

万
人
に
達
し
ま
し
た

１２

が
、
高
齢
者
は
さ
ら
に
増
加
し
社

会
保
障
費
も
増
え
、
生
産
年
齢
人

口
は
い
ず
れ
減
少
し
、
市
税
も
減

っ
て
い
く
「
人
口
減
少
社
会
」
と

い
う
社
会
潮
流
の
中
、
多
額
の
財

源
を
必
要
と
す
る
重
要
課
題
と
し

て
、
老
朽
化
し
た
公
共
施
設
等
の

一
斉
更
新
、
安
定
的
な
ご
み
処
理

体
制
の
確
立
、
待
機
児
童
解
消
等

の
子
育
て
支
援
、
駅
周
辺
の
ま
ち

づ
く
り
、
さ
ら
な
る
高
齢
化
へ
の

対
応
、
新
庁
舎
お
よ
び
（
仮
称
）

新
福
祉
会
館
の
建
設
等
が
あ
り
ま

す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、

こ
れ
か
ら
の
行
財
政
運
営
は
、
市

民
目
線
の
改
革
で
あ
る
「
行
財
政

改
革
プ
ラ
ン
２
０
２
０
」
と
次
世

代
に
責
任
を
果
た
す
「
小
金
井
市

公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」
に
基

づ
き
、
「
選
ば
れ
る
ま
ち
」
を
め


